
　町では、町内に住宅を新築、建て替えまたは建売住
宅を購入された方に対し、住宅取得に要した費用の一
部を助成しています。

対象となる住宅　
　次に掲げる全ての要件を満たす建物が対象となります。
●玄関、居室、台所、便所および浴室を有し、生活するために必要な

機能を備えている一戸建てであること。
●自己の居住の用に供する部分の床面積が 50㎡以上であること。
●都市計画法、建築基準法その他法令の規定に違反していないこと。

対象者　
　次に掲げる全ての要件を満たしている方が交付対象となります。
●平成 27 年４月１日以降に町内に住宅を新築、建て替えまたは建売

住宅（建築基準法に基づく建築確認日から３年を経過していない住
宅）を購入して５年以上定住する方

●住宅居住者のうち、取得した住宅の所有権の持分を２分の１以上有
する方

●自治会などに加入している方
●申請日の属する前年度（平成 29 年度）において市区町村民税など

に滞納がない方
●取得した住宅の所有権保存登記または所有権移転登記をしている方

※ 助成金の交付は、同一申請者（同居人も含む）に対して１回限りとします。

対象外となる場合
　次に掲げるいずれかの要件に該当する方は対象外となります。
●相続、贈与または取得対価を伴わない事由で住宅を取得した方
●公共事業に伴う住宅の移転補償により住宅を取得した方
●利根町暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴

力団員等または同条第１号に規定する暴力団もし
くは同条第２号に規定する暴力団員などと密接な
関係を有する方

平 成 30 年 度 利 根 町 新 築
マ イ ホ ー ム 取 得 助 成 金 の ご 案 内

問い合わせ先　役場企画課　まちづくり推進係
☎６８－２２１１（内線２２６）

machisui@town.tone.lg.jp

平成 30 年度申請期限

11 月 30 日（金）　【必着】

交付申請方法などの詳細につきましては、町公式ホームページ（「トップ
ページ」→「移住・定住支援」→「利根町新築マイホーム取得助成金」）
をご覧になるか、役場企画課まちづくり推進係にお問い合わせください。

交付申請方法

受付開始日：６月１日（金）

問い合わせ先・申し込み先　役場総務課　消防交通係
☎６８－２２１１（内線５０１）
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実生活に活かせる遊べる心理学講座
　自分の心を覗いてみませんか。コミュニケーション上手にな
るヒントが見つかるかもしれません。
●日 時　６月 19 日（火）、７月３日（火）・17 日（火）・

31 日（火）午前 10 時～正午
●場 所　利根町生涯学習センター
●内 容　ワークシート、心理テスト、ゲームなどを

使った実践講座
●講 師　ふれあい楽集町民講師　宮本　トシコ　氏
●資 料 代　200 円（全４回分） ●対 象　20 歳以上の方
●募集人数　10 名 ●持ち物　筆記用具

問い合わせ先・申し込み先　利根町生涯学習センター　
☎６８－３２６３

男女共同参画ってなあに？　P ａｒｔ 51

薬物やアルコールなどを使用した性犯罪・性暴力被害が起きています！

内閣府  HP http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/dfsa/index.html

フ リ フ リ 地 区 運 動 集 会 予 定
場　所 日　程 開　催　日（朱書きは体力測定日）

（５月９日～６月末日の予定） 時　間・持ち物

利根町公民館 第１・３木曜日 ５月 17 日、６月７日・21 日 午前 10 時～ 11 時
・参加無料
・飲み物、
   室内運動靴持参

利根町民すこやか交流センター 第１・３火曜日 ５月 15 日、６月５日・19 日

利根町生涯学習センター 第２・４水曜日 ５月９日・23 日、６月 13 日・27 日

講師　筑波大学　諏訪部先生・越智先生・福家先生　※福祉バス・ふれ愛タクシーをご利用ください

問い合わせ先　利根町保健福祉センター　☎６８－８２９１
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もの忘れ予防講座でフリフリ！

　この講座は、生涯学習ボランティアによるまちづくり事業として、
ふれあい楽集登録の町民講師が主体となり、実施する講座です。

「出会い、ふれあい、学びあい」を目的に、次のとおり講座を開催
いたしますので、皆さまお誘いあわせの上ご参加ください。

ふ れ あ い 楽
が く

集
しゅう

講 座
参 加 者 募 集 の お 知 ら せ

中学英語で通じる魔法の英会話講座
～楽しい大人の英会話に続くパート２～

●日　　時　７月５日（木）・12 日（木）・19 日（木）・
26 日（木）、８月２日（木）
午前 10 時～ 11 時 40 分

●場　　所　布川地区コミュニティセンター
●内　　容　①海外旅行ひとこと英会話

②魔法の英会話　③英語で歌おう
●講　　師　ふれあい楽集町民講師　大石　篤美　氏
●資　料　代　200 円（全６回分）
●対　　象　20 歳以上の方
●募集人数　10 名
●持　ち　物　筆記用具

安心して相談できる窓口があります。
プライバシーは守られます。

警察　性犯罪被害者相談電話共通番号
☎＃８１０３

性犯罪・性暴力被害者のための
ワンストップ支援センター
http://www.gender.go.jp/policy/
no_violence/avjk/pdf/
one_stop.pdf

　睡眠薬などのクスリを飲み物や食べ物に混ぜて、相手の意識をもうろうとさ
せ、抵抗できない状況にして、セックスをするなどという性暴力の被害が起き
ています。相手が抵抗できない状態で、性交やわいせつな行
為を行うことは、性別を問わず刑法の処罰の対象となります。
　もしも被害にあった場合は、証拠を残しておくことが大切
です。できるだけ早く、警察や性犯罪・性暴力被害者のため
のワンストップ支援センターに相談してください。検査を受
けることや、これからどのようにしたらよいか相談すること
ができます。

まずは相談を！

運転免許証を返納した日から５年以内申請要件
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申込締め切り日　６月１日（金）

申 し 込 み 方 法　　お電話にてお申し込みください。

目的
　住宅取得の初期費用の負担を軽減することにより、
町内への定住を促進するとともに、町外からの転入人
口の増加を図るため創設されたものです。
申請
　住宅取得に伴う登記の日から１年以内に申請

助成金額　30 万円
　下記加算事由に該当する場合はそれぞれ 10 万円を
助成金に加算します。

加算事由 加算額
中学生以下の子供と同居する世帯 10 万円
新築に伴い、町外から転入する世帯 ※１ 10 万円
※１. 次に掲げるいずれかの要件を満たす場合加算します。

ア　住宅取得前に町内に居住している場合
助成金の交付を受けようとする方（以下「申請者」）が、
転入日前１年以上利根町の住民でなく、かつ、転入日か
ら１年以内に住宅を取得していること。
イ　住宅取得後に転入する場合
申請者が転入日前１年以上利根町の住民でないこと。

支援内容：いずれかを選択

①大利根交通自動車株式会社が運行する路線バスの回数券　12,000 円分　

②布川交通のタクシーおよび利根町ふれ愛タクシーの利用券　12,000 円分

③①と②の両方の組み合わせで、12,000 円分（各 6,000 円）

申請に必要なもの　●高齢者運転免許証自主返納支援事業申請書

　（窓口にあります）

●運転免許証取消通知書の写しまたは

　運転経歴証明書の写し

●印鑑
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